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日本ＮＧＯ連携無償資金協力 完了報告書 

  

１．基本情報   

（１）案件名 官民連携での地方道路整備体制確立に向けた未舗装道路改修事業（第

３期） 

（２）事業地 ミャンマー 

（３）贈与契約締結日 

及び事業期間 

・贈与契約締結日：２０１９年２月２２日 

・事業期間：２０１９年２月２３日～２０２０年２月２２日 

（４）供与限度額 

   及び実績（返還額） 

・供与限度額：    28,058,273 円 

・総支出：      28,057,711 円 

（返還額：631円，利息69円含む。） 

（５）団体名・連絡先，事

業担当者名 

（ア）団体名：NPO法人 道普請人 

（CORE: Community Road Empowerment） 

法人番号：5130005006611 

（イ）電話：075-343-7244/090-1132-1357 

（ウ）ＦＡＸ：075-343-7244 

（エ）E-mail： kimura.makoto.8r@kyoto-u.ac.jp 

（オ）事業担当者名：木村 亮 

（６）事業変更の有無 事業変更承認の有無：有 

（ア） 申請日：２０２０年１月１５日 

承認日：２０２０年１月２７日 

内容：資機材費の追加購入に基づく事業経費配分の変更 

事業変更報告の有無：有 

（ア） 報告日：２０１９年３月２８日 

内容：現地駐在員の確定 

（イ） 報告日：２０１９年６月１１日 

内容：プリンター購入による予算費目の変更 

（ウ） 報告日：２０１９年８月７日 

内容：現地会計担当の変更 

（エ） 報告日：２０１９年８月２８日 

内容：ワークショップの回数変更 

（オ） 報告日：２０１９年１０月１５日 

内容：本部事業担当者の派遣回数変更 

（カ） 報告日：２０１９年１１月１８日 

内容：専門家の派遣回数の変更 



２．事業の概要と成果 

（１） プロジェクト目標

の達成度 

（今期事業達成目標） 

本事業で、事業対象村のコミュニティ道路が合計6,192 m 整備され

た。これにより、市場や社会サービスへのアクセスが改善し、村の生

活水準の向上に貢献した（道路整備前後の定量的な変化は、添付資料

②の事業成果リストを参照）。 

また作業を通して、住民グループ（以下、道路委員会と表記）が道

路補修技術を習得し、事業終了後も自発的に道路の維持管理を行う体

制が確立された（実際に、本事業期間中に各事業地で、雨季後の道路

維持管理のための補修が実行されている）。 

 

エーヤワディ地域では、各村の道路委員会のメンバーからリーダー

シップをとれるメンバーを選抜し、村の枠を超えてCSO(Civil 

Society Organization)を結成している。CSOは政府機関やドナーに資

金を申請し、自分たちの力で地域内の道路補修事業を行うことを目的

としている。CSOが行政と連携した道路整備事業のデモンストレーシ

ョンを行い、その中で申請団体がCSOへの研修を行うことで、その能

力強化がなされた。CSOがデモンストレーションで実施した一連の活

動は、地方道路整備を担当する行政機関（以下、DRRDと表記）から高

く評価されている。   

この活動は、将来的に行政（もしくは他のドナー）と協力し、村落

コミュニティ自身が道路整備を実施する体制につながる。そして農村

部の生活水準の向上につながると考えられる。 

（２）事業内容 

 

活動１：実施工を通した道路整備技術普及研修 

（１－１）グループリーダーへの施工に関する研修 

（１－２）実施工とグループメンバーへの施工に関する実地研修 

（事業地） 

I. シャン州ペコン地区ハンピュー村、プロン村 

 補修延長1,230 m 

II. マグウェ地域シンバウウェ地区レマ村 

補修延長 4,146 m 

III. ネピドー連邦領レーウェイ地区シェチャンコン村 

補修延長816 m 

 

活動２：CSO（Civil Society Organization）の能力強化研修及び

DRRD との連携の促進のためのパイロット事業 

（２－１）CSOと DRRDで連携して行うパイロット事業 

（２－２）CSO運営管理強化研修 

（２－３）CSOと DRRDが連携して事業を行う際のガイドラインの作成

（事業地） 

エーヤワディ地域ピャポン地区 

 

活動３：道路維持管理及びコミュニティ組織強化研修 

（事業地） 

I. シャン州ペコン地区 

II. マグウェ地域シンバウウェ地区 

III. ネピドー連邦領レーウェイ地区 

 

活動４：地方政府（GAD）、地域開発局（DRRD）エンジニアへの各事業

地の報告や道路整備技法共有 



（３）達成された成果 

   

 

活動 1：実施工を通した道路整備技術普及研修 

（１－１）グループリーダーへの施工に関する研修 

施工開始前に、各村の道路委員会のリーダー、リーダー補佐と共に

①対象道路の現状と問題点の把握、現地調達可能資材の調査、②策定

した計画について道路沿線住民間との合意形成を行なった。 

さらに、道路委員会が道路整備を行う上で指導的な立場となれるよう

に③労務人員管理、資機材の管理・施工記録に関する研修を行った。 

 

（１－２）実施工とグループメンバーへの施工に関する実地研修 

 道路委員会メンバーを中心とした実施工を行うメンバーに対して、

道路補修に必要な能力を習得できるように研修を行った。研修の内容

は以下の①～③の通りである。 

① 策定された計画に基づいて資機材を調達、保管できるように研修

を行った。 

② 道路委員会リーダーとリーダー補佐が施工監督を行えるように研

修を行った。 

③ メンテナンス工事を適切に実施できるように研修を行った。 

 

 それぞれの地域での研修参加人数と日数は以下の表の通りである。 

 

村名 ハンピュ

ー 

レマ シェチャ

ンコン 

リーダー（人） 2 3 5 

リーダー補佐（人） 5 12 10 

工事研修参加者（人/日） 15 40 30 

工事研修日数合計（日） 139 180 165 

施工延長（ｍ） 1,230 4,146 816 

 

グループメンバーは研修内容を理解し、適切に道路整備を行えてい

ることが、日本人専門家及び現地エンジニアによって確認された。施

工延長としては、シャン州ハンピュー村では1,230 m、マグウェ地域

レマ村では4,146 m、ネピドー連邦領シェチャンコン村では816 mの

道路補修が完了した。それによって、村から幹線道路までの移動にか

かる時間や、登校日数、出荷回数などにも変化が見られた（添付資料

②＿事業成果リスト参照）。 

 

活動 2：CSO（Civil Society Organization）の能力強化研修及び

DRRD との連携の促進のためのパイロット事業 

（２ー１） CSOと DRRDで連携して行うパイロット事業 

 以下の流れで、CSOと DRRDの連携の促進を目的とした、地方道路整

備のパイロット事業を実施した。 

① CSO が DRRDと話し合い、道路整備を行う道路の調査を行った。そ

の後、CSOは事業の申請書と積算を作成し、DRRDに提出した。 

② DRRD は①の申請書と積算を受領し、その内容を確認した。 

③ CSO は、申請した内容に沿って道路整備を実施した。道路整備の

品質を確保するために、申請団体職員が実際に現場でCSOに対し

て技術面でのアドバイスを行った。 

④ 道路整備が完了した後、CSOは完了報告書を作成し、DRRDに提出

した。DRRDはこれを受領した。 

⑤ DRRD は CSOが整備した道路を訪問、視察した。DRRDによる視察が

円滑に進むように、申請団体の職員が現場に同行し、必要に応じ

て説明を行った。その際、CSOと DRRDの間で地方道路整備につい



ての話し合いを行った。話し合いでは、エーヤワディー地域ピャ

ポンでの現在の地方道路の整備状況、道路整備の前後での生活の

変化が話し合われた。 

 本パイロット事業を行う中で、DRRDの副局長が、CSOが整備した道

路の視察、及びCSOとの意見交換に訪れた。DRRD副局長からは、CSO

の事業実施能力、整備された道路の品質について高い評価を得られ

た。 

 本パイロット事業で、CSOによって1,100mの道路が整備された。そ

れによって、村から幹線道路までの移動にかかる時間や、登校日数、

出荷回数などにも変化が見られた（添付資料②＿事業成果リスト参

照）。 

 

（２－２） CSO運営管理強化研修 

 上記（２－１）のパイロット事業を実施する中で、道路整備の技術

面、事業の運営管理に関する研修を適宜実施した。CSOが DRRDに提出

する申請書、積算、完了報告書の作成法についても、研修を行った。 

 研修を行った対象者の人数と合計研修日数を以下の表にまとめる。 

地域 地区 研修人数 合計研修日数

エーヤワディ ピャポン 20 30 

 

（２－３） CSOと DRRDが連携して事業を行う際のガイドラインの作成

 上記（２－１）のパイロット事業を通して、CSOと DRRDが今後も連

携して地方道路整備を進めていくためのガイドラインを作成した。申

請団体、DRRD、CSOで話し合いを行い、CSOと DRRDの役割や責任をま

とめた。本ガイドラインは、ミャンマー語版をDRRDに提出してお

り、今後CSOが DRRDに申請して地方道路整備事業を行う際に、事業

申請・実施・完了報告が円滑に行われるために使用されることを目指

している。本ガイドラインの和訳版を、完了報告書の添付資料として

提出する。 

 

活動 3：道路維持管理及びコミュニティ組織強化研修 

 シャン州ペコン地区とマグウェ地域シンバウウェ地区では、事業対

象村の住民と周辺の住民を集めて、住民による道路整備技術の習得と、

自発的に道路補修を行う体制の確立を目的とした研修を実施した。日

本人専門家が作成した道路の維持管理法についてのマニュアルを配布

して、道路補修の考え方や道路維持管理法の説明を行った。その後、現

地での実施工を通して、道路補修法を研修参加者に伝えた。 

 各地域での研修の参加人数を以下の表にまとめる。 

地域 地区 研修人数 

シャン ペコン 72 

マグウェ シンバウウェ 30 

 

 シャン州ペコン地区ハンピュー村、マグウェ地域シンバウウェ地区

レマ村、ネピドー連邦領レーウェイ地区シェチャンコン村で、現地エ

ンジニアと村人が雨季中に道路の損傷状況のモニタリングを行った。

そのモニタリングをもとに、雨季後の11月から1月にかけて、日本

人専門家、現地エンジニアと村人が道路の維持管理法を話し合い、そ

れに沿って村人が道路の補修作業を行った。本活動を通して、村人は

道路維持管理法を習得した。また、現在上記の３つの村で、道路品質

が良い状態に保たれていることが確認されている。 

 

 ネピドー連邦領レーウェイ地区シェチャンコン村では、湿地帯の上

に施工した新規施工道路の一部が、軟弱な粘土のせん断抵抗力の不足



によって滑りを起こした。滑りを起こした箇所は1.2mの盛土を計画

していた箇所の一部で、これまでの経験をもとに設計し、安定すると

考えていた。しかし、粘土内のせん断抵抗力が足りず、雨季中に盛土

の一部が滑りを起こした。そのため、雨季が開けた後、日本人専門家

と現地エンジニアの指導の下、村人によって土のうと良質土を用いた

補修が行われた。現在は、当該道路が良い状態に保たれていることが

確認されている。 

 

活動４：地方政府、地域開発局（DRRD）エンジニアへの各事業地の報

告や道路整備技法共有 

 2019 年 9月 13日にヤンゴン、10月 21日にネピドー連邦領にて、

ミャンマー建設省職員、DRRD職員やミャンマーで活動する国際機関の

職員を招待して、合計２回の事業報告及び道路整備技法の共有を目的

としたワークショップを行った。申請事業の説明、申請事業での道路

施工技術の紹介、CSOという組織についての広報など行った。また、

各ワークショップには事業地の村人も参加し、DRRD職員や国際機関の

職員に向けて、自分たちの道路整備の経験や道路整備後の生活の変化

を発表した。 

 

・ヤンゴンのワークショップ 

ミャンマー建設省職員：１名（ミャンマー建設省事務次官） 

ミャンマー議会議員：７名 

地方道路開発局の職員及び役所職員：１２名（DRRD副局長を含む） 

世界銀行職員：１名 

アジア開発銀行職員：１名 

ドイツ復興金融公庫（ドイツの国営の金融機関）職員：１名 

JICA職員：１名 

事業地の村人：２３名 

 

・ネピドー連邦領のワークショップ 

ミャンマー建設省職員：１名（ミャンマー建設大臣） 

地方道路開発局の職員及び役所職員：３６名（DRRD副局長を含む） 

Lux Dev（ルクセンブルクの国際協力機関）職員：１名 

事業地の村人：２６名 

 

 また、申請事業についての理解を深めてもらい、申請事業終了後も

ミャンマーで住民参加による地方道路整備を継続するために、適宜

DRRDの事務所を訪問し事業の説明や進捗の確認を行った。国際機関で

は、アジア開発銀行、世界銀行、国際労働機関、ドイツ復興金融公庫

の事務所を訪問し、担当者に申請事業の説明を行い、各国際機関のミ

ャンマーでの助成事業について話し合いを行った。 

各国際機関は、既にミャンマー国内での事業計画を作成し、事業を

実施していた。そのため、住民を主体とした地方道路整備事業をすぐ

に採用してもらうことは不可能であった。上記のような国際機関から

事業資金を得て住民による道路整備を進めるには、N連事業終了後

も、引き続き現地のパートナーNGOによる事業内容・成果の説明が必

要であると見込まれる。引き続きこういった活動を継続する予定であ

る。 

 

DRRD とは、N連事業終了後にどのように住民参加での地方道路整備

を継続するかについて、重ね重ね話し合いを行った。話し合いを進め

る中で、申請事業終了後もDRRDの事業資金を用いて住民参加での地

方道路整備事業を実施することについて、DRRDの合意を得ることがで



きた。このことから、道普請人の活動が現地政府によって有益な活動

であると認められるだけでなく、DRRDが自身の事業予算を使って継続

すべき活動であると判断した、と考えることができる。この結果は、

ミャンマーの人々が官民で連携して、自分たちの力で農村部の人々の

生活向上を成し遂げるためのステップの一つとなることが期待され

る。 

現在、上記の道路整備事業を実現するために、住民による整備に適

した地方道路の選定と、DRRDへの事業申請の手続きを進めている。 

 

活動１～4におけるさらなる各地域の具体的な成果について、添付

資料「事業成果リスト」にまとめた。 

本活動での道路整備により、村から市場へのアクセスが良くなり、

農村民が安定的に収入と食料を得られるようになった。これらの成果

は、持続可能な開発目標（SDGs）の「目標１：あらゆる場所で、あら

ゆる携帯での貧困に終止符を打つ」、「目標２：飢餓に終止符を打ち、

食料の安定確保と栄養状態の改善を達成するとともに、持続可能な農

業を推進する」の達成につながる。 

また村から学校、病院へのアクセスが改善することにより教育、医

療サービスの利用可能人口が増えることは、「目標３：あらゆる年齢

のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する」、「目標

４：すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学

習の機会を促進する」の達成につながる。 

また村から市街地へのアクセスが改善することで、村から市街地へ

通勤することが容易になり、村人の就職の選択肢が増えた。これは

「目標８：すべての人のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成

長、生産的な完全雇用およびディーセント・ワーク（働きがいのある

人間らしい仕事）を推進する」の達成につながる。 

 さらには、当方の活動はミャンマーの中でも未開発の農村地域を対

象としている。農村民が道路アクセスの改善により、生活が豊かにな

りより発展することで「目標１０：国内および国家間の不平等を是正

する」の達成に貢献すると考えられる。 

（４）持続発展性  本事業では、地域住民への道路整備法の実地研修や雨季中のモニタ

リングを行う中で、道路を維持管理していく手法を住民に伝授してい

る。また、道路維持管理マニュアルを配布し、道路の維持管理につい

ての説明を行うことで、住所の道路維持管理への理解を深めている。 

 このような活動を通して、事業終了後も、地域住民が自分たちの手

によって効率的かつ有効な道路維持管理を実施できる体制を整えてい

る。 

 

 本年度事業では、CSOが実際に行政とともに道路整備事業を実施す

る中で、申請団体がCSOに対して研修を行った。この活動によって、

CSOは道路補修法だけでなく、道路整備事業に必要な書類の作成法や

積算法を学んだ。また、CSOと行政が協働で地方道路整備を行う際に

参照できるガイドラインの作成を行った。本ガイドラインは事業計画

と予算を示し、それに沿った事業の実施と成果の報告をするという内

容を含んでいる。このガイドラインはDRRDとの事業を想定して作ら

れたものではあるが、DRRDだけでなく一般的なドナーが資金援助をす

る際に求める内容と同等であり、国内外の助成機関と連携を行う際に

も活用できる。実際にエーヤワディー地域では、ドナーによる資金援

助で橋梁修理を行った実績もあり、今後もCSOが申請団体から学んだ

手法で道路整備事業を申請し、自分たちで実施して行けば、住民自身

の手による当該地域の持続的な発展が見込める。 

 



  

 6 年間にわたるN連事業の中で、パートナーNGOであるDEAR 

Myanmarの人材育成も同時に行い、事業のドナーとなりうる国際機関

ともつながりを作ることができた。DRRDからは事業について高い評価

を得ており、最終的にDRRDの予算で住民参加での地方道路整備を進

めることに合意を得ることはできた。現在、その予算を運用する事業

計画をDRRDに提案し、その実践に向けて調整している最中である。

パートナーNGOであるDEAR Myanmarが中心となり、6年間の成果をも

とに農道整備の活動を継続する。 

 

2018 年に作成された地方道路整備の方針を示す「NATIONAL 

STRATEGY FOR RURAL ROADS AND ACCESS」によると、一旦改修や整備

された農道について、コミュニティを基本としたグループが担い手と

なって日常的な維持管理が行われることを想定している。そのため、

道路維持管理の技能を有する周辺住民の育成という観点からも、DRRD

に住民参加での地方道路整備の有用性を提案することができる。ま

た、教育事業の一環として、村内外の学校へのアクセス改善のための

道路整備は重要であり、申請団体の活動はこのための手法の一つとし

ても有効であると考えられる。 

 

これまでの事業（H25年度事業～H30年度事業）の中で毎年ワーク

ショップや個別の打ち合わせを行い、ミャンマー行政や国際機関に住

民参加による道路補修や維持管理の新しいモデルを提示し、そのモデ

ルは認知された。一方で、依然としてDRRDは既往の道路標準断面と

その所定の品質管理を遵守することに固執するため、大きな予算と機

械施工が必要になり、住民参加での実施が不可能となる。交通量等を

鑑み適切な出来形を設定し、広く道路の通行性を向上させることの重

要性と有効性を、事例を重ねつつ継続してDRRDに説明する。DRRDが

実践するようになるには時間を要すると思われるが、第三の公共とも

いわれるNGOによる住民参加での道路整備支援を継続することも必要

と考えられる。 



 

完了報告書記載日：２０２０年５月８日 

団体代表者名： 理事長 木村 亮  （印） 
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